
【様式第1号】

自治体名：下呂市

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 95,674,652   固定負債 23,461,981

    有形固定資産 79,489,695     地方債等 19,567,982

      事業用資産 43,746,610     長期未払金 -

        土地 12,761,314     退職手当引当金 3,888,699

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 7,446,060     その他 5,300

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,789,637

        建物 63,973,632     １年内償還予定地方債等 2,292,963

        建物減価償却累計額 -42,964,006     未払金 36

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 3,689,200     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -1,218,602     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 255,398

        船舶 -     預り金 238,911

        船舶減価償却累計額 -     その他 2,329

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 26,251,618

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 101,431,245

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -24,380,751

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 59,013

      インフラ資産 34,891,330

        土地 1,152,828

        土地減損損失累計額 -

        建物 9,545,093

        建物減価償却累計額 -5,292,626

        建物減損損失累計額 -

        工作物 78,824,376

        工作物減価償却累計額 -50,669,727

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,331,385

      物品 3,204,002

      物品減価償却累計額 -2,352,247

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 24,701

      ソフトウェア 24,701

      その他 -

    投資その他の資産 16,160,256

      投資及び出資金 9,945,395

        有価証券 28,498

        出資金 9,916,387

        その他 510

      投資損失引当金 -1,690,609

      長期延滞債権 128,766

      長期貸付金 46,200

      基金 7,739,539

        減債基金 -

        その他 7,739,539

      その他 -

      徴収不能引当金 -9,035

  流動資産 7,627,461

    現金預金 1,575,008

    未収金 297,139

    短期貸付金 -

    基金 5,756,593

      財政調整基金 4,904,547

      減債基金 852,046

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,279

  繰延資産 - 純資産合計 77,050,494

資産合計 103,302,112 負債及び純資産合計 103,302,112

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：下呂市

会計：一般会計等 （単位：千円）

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 19,161,311

    業務費用 12,598,606

      人件費 4,064,334

        職員給与費 3,362,876

        賞与等引当金繰入額 255,398

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 446,060

      物件費等 8,375,311

        物件費 5,029,552

        維持補修費 164,207

        減価償却費 3,181,552

        その他 -

      その他の業務費用 158,961

        支払利息 65,965

        徴収不能引当金繰入額 6,840

        その他 86,156

    移転費用 6,562,705

      補助金等 3,595,334

      社会保障給付 1,756,782

      他会計への繰出金 1,199,236

      その他 11,353

  経常収益 1,231,290

    使用料及び手数料 401,493

    その他 829,796

純経常行政コスト 17,930,021

  臨時損失 118,400

    災害復旧事業費 110,624

    資産除売却損 7,776

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 94,434

純行政コスト 17,941,949

    その他 -

  臨時利益 106,472

    資産売却益 12,038



【様式第3号】

自治体名：下呂市

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 74,298,901 98,917,527 -24,618,626 -

  純行政コスト（△） -17,941,949 -17,941,949 -

  財源 20,074,620 20,074,620 -

    税収等 16,167,032 16,167,032 -

    国県等補助金 3,907,589 3,907,589 -

  本年度差額 2,132,671 2,132,671 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,919,500 -1,919,500

    有形固定資産等の増加 5,076,070 -5,076,070

    有形固定資産等の減少 -3,189,331 3,189,331

    貸付金・基金等の増加 1,842,190 -1,842,190

    貸付金・基金等の減少 -1,809,429 1,809,429

  資産評価差額 -3,254 -3,254

  無償所管換等 627,175 627,175

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -5,000 -29,704 24,704

  本年度純資産変動額 2,751,593 2,513,718 237,875 -

本年度末純資産残高 77,050,494 101,431,245 -24,380,751 -

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：下呂市

会計：一般会計等 （単位：千円）

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,954,045

    業務費用支出 9,391,339

      人件費支出 4,050,500

      物件費等支出 5,193,759

      支払利息支出 65,965

      その他の支出 81,116

    移転費用支出 6,562,705

      補助金等支出 3,595,334

      社会保障給付支出 1,756,782

      他会計への繰出支出 1,199,236

      その他の支出 11,353

  業務収入 20,165,947

    税収等収入 16,406,960

    国県等補助金収入 2,728,728

    使用料及び手数料収入 403,875

    その他の収入 626,384

  臨時支出 110,624

    災害復旧事業費支出 110,624

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 4,101,279

【投資活動収支】

  投資活動支出 7,097,727

    公共施設等整備費支出 4,024,349

    基金積立金支出 1,837,150

    投資及び出資金支出 952,205

    貸付金支出 284,023

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,274,274

    国県等補助金収入 1,178,861

    基金取崩収入 1,801,869

    貸付金元金回収収入 281,503

    資産売却収入 12,041

    その他の収入 -

投資活動収支 -3,823,453

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,381,040

    地方債等償還支出 2,379,388

    その他の支出 1,652

  財務活動収入 2,214,300

    地方債等発行収入 2,214,300

    その他の収入 -

財務活動収支 -166,740

本年度資金収支額 111,086

前年度末資金残高 1,225,011

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,336,097

前年度末歳計外現金残高 222,741

本年度歳計外現金増減額 16,170

本年度末歳計外現金残高 238,911

本年度末現金預金残高 1,575,008
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令和６年度 下呂市の一般会計等財務書類 注記

1 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････････取得原価

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりである。

   ア 取得原価が判明しているもの･････････････････取得原価

イ 取得原価が不明なもの･･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としている。

② 無形固定資産･･････････････････････････････････取得原価

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりである。

ア 取得原価が判明しているもの･････････････････取得原価

イ 取得原価が不明なもの･･･････････････････････再調達原価

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････････会計年度末における市場価格

（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの･･････････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））

② 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････････会計年度末における市場価格

（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの･･････････････････････････出資金額

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く。）･････････定額法

     なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

      建物     8 年～５０年

      工作物   １５年～７５年

      物品     ２年～１０年

② 無形固定資産（リース資産を除く。）･････････定額法

（ソフトウェアについては、村内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっている。）

  ③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

      ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

   イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法
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(4) 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

過去の不納欠損実績に基づいて計上

② 賞与等引当金

翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額のうち、全支給対象

期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上

③ 退職手当引当金

退職手当債務から、退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額に、退職手当組合における積立金額の運用益のうち下呂

市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上

④ 損失補償等引当金

   地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額を計上

(5) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円

以下のファイナンス・リース取引を除く。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

② 上記以外のファイナンス・リース取引、オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

(6) 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（下呂市公金管理方針において、歳計現金等の

保管方法として規定した預金等をいう。）なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における

取引により発生する資金の受払いを含む。

(7) 消費税の会計処理

  消費税の会計処理は、税込方式によっている。

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

ア 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産と

して計上している。ソフトウェアについても物品の取扱いに準ずる。

イ 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 50 万円未満であるときに修繕費として処

理している。

2 追加情報

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
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① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりである。

・一般会計

・学校給食費特別会計

② 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異

該当事項なし。

③ 出納整理期間

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている。なお、

出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に

現金の受け払い等があった場合は、現金の受け払い等が終了したものとして調整している。

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

  ・実 質 赤 字 比 率 ：- 
  ・連結実質赤字比率 ：- 
  ・実質公債費比率 ：10.7 
  ・将 来 負 担 比 率 ：- 
⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 - 
⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額    900,239,000 円 

(2) 貸借対照表に係る事項

① 売却可能資産の情報は、次のとおりです。

   ア 範囲

     固定資産一覧において売却可能となっている公共資産

   イ 金額  2,908,088,598 円（帳簿価額）

   ウ 基準日

     令和 7 年 3 月 31 日時点

   エ 抽出方法

     固定資産台帳より売却可能資産を抽出する方法

② 減債基金に係る積立不足額 - 
③ 基金借入金（繰替運用）

   財政調整基金  - 
④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額  22,786,684 千円

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

・一般会計等に係る地方債の残高 21,860,946 千円

・債務負担行為に基づく支出予定額 23,295 千円

・一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための

一般会計等からの繰入見込額 8,312,385 千円
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・組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額 0 千円

・退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 4,044,498 千円

・設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 0 千円

・連結実質赤字額 0 千円

・組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額 0 千円

・地方債の償還額等に充当可能な基金 11,564,926 千円

・地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入 14,757 千円

・地方債の償還額等に要する経費として

基準財政需要額に参入されることが見込まれる額 22,786,684 千円

(3) 純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上している。

 ② 余剰分（不足分）

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上している。

(4) 資金収支計算書に係る事項

① 業務・投資活動収支 379,072,385 円

内訳   業務活動収支 4,101,279,088 円

支払利息支出 65,964,844 円

投資活動収支 △ 3,823,452,547 円

基金積立金支出 1,837,150,000 円

基金取崩収入 △ 1,801,869,000 円

 ② 既存の決算情報との関連性                      単位：円

収入（歳入） 支出（歳出）

歳入歳出決算書 26,781,002,674 25,445,538,198 
財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 149,120,422 148,487,489 
繰越金に伴う差額 1,225,011,118  
資金収支計算書 25,705,111,978 25,594,025,687 
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③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書                         単位：円

業務活動収支 4,101,279,088 
減価償却費 △3,181,551,665 
国県等補助金収入（投資活動） 1,178,861,000 
賞与等引当金増減額 △13,834,312 
徴収不能引当金増減額 2,946,349 
損失補償等引当金増減額 0 
投資損失引当金増減額 94,433,882 
退職手当引当金増減額 203,074,000 
資産除売却損 △7,775,882 
資産売却益 12,037,872 
未収債権増減額 △251,723,137 
未払債務増減額 △36,000 
貸付金増減額 △5,040,000 

純資産変動計算書の本年度差額 2,132,671,195

④ 一時借入金 

  ・一時借入金の限度額    1,500,000 千円

  ・一時借入金に係る利子額  - 

⑤ 歳入歳出外現金の状況 

    歳入歳出外現金(地方自治法第 235 条の 4 第 3 項に規定する現金)の額

238,910,670 円


